
研究 No.1712            主査 佃 悠 

高齢者の自立的生活を支える共助型集合住宅に関す

る研究―相馬井戸端長屋を事例として― 

 
 

本研究は、共助型集合住宅である、福島県相馬市の

高齢者向け災害復興公営住宅「相馬井戸端長屋」を対

象に、丹念な聞き取り調査を重ねて、高齢者の生活行

動を描き出した労作である。本研究が、共助空間が高

齢者のコミュニケーションに果たす役割とその課題、

および共助型住宅を成立させるための支援体制の実

態を明らかにした意義は大きい。 

本研究の成果の一つは、設計者が想定した計画と実

際の高齢者の住まい方は、必ずしも対応しないことを

実証した点にある。住棟の玄関よりも、各住戸の掃き

出し窓が、高齢者の日常の外出時の出入り口に利用さ

れている。恐らく若者には抵抗感が少ないであろう洗

濯機の共同利用は高齢者の志向に合わず、共同の場を

想定して設けられたランドリースペースは、コミュニ

ケーションの場にならなかった。二つめは、入居から

5 年が経過し、高齢者の心身の衰えとともに高齢者間

の共助の関係性が弱化するが、それに対して親族や知

人のネットワ－クの存在が生活を支えていることを

明らかにした点である。 

高齢者が集住する場合、心身機能が低下するなかで

共助の住まいをどう維持していくかは大きな課題で

ある。「相馬井戸端長屋」の事例研究ではあるが、今

後の高齢者の共助型住まいの計画、および共助支援の

在り方に示唆を与える実証研究として高く評価し、

「研究・実践選奨」に選定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究 No.1715           主査 柳沢 究 

中部地方における防災建築街区の実態把握と評価お

よび現況の課題―近現代の建築資源を活かしたまち

なか居住の実現に向けて― 

 
1961 年施行の防災建築街区造成法に基づいて各地

に設けられた防災建築街区とその建築の実態を調査

し、中部地方における特徴と実態の把握を通じて、今

後の在り方を展望することを目的とした研究である。

文献調査、アンケート調査等に基づく街区の設置の時

期、建築の機能、建築の規模や敷地面積等の分析から、

全国と比較した中部地方の特徴が把握されている。ま

た、中部地方の現地調査をもとに、防災建築街区が設

けられた地区の特性を沿道型、集約型、散在型に分類

し、地区内にある建築（ビル）については長屋型、再

編成型、単独型に分類して分析している。先行研究の

成果を十分に理解した上で研究を進めており、全国規

模の広範な調査から個別の建物の調査にいたる各段

階で十分な成果を上げており、初期の目的を果たした

研究として高く評価できる。 

 今後は、防災建築街区の建築を再生する実践活動へ

と研究が展開することを期待したい。そうした実践活

動を進めるなかで、防災建築街区と地区内の建築の在

り方やその評価を改めて詳細に分析し直し、本論でま

とめた街区や建築の分類との関係を再度精査するこ

とで、さらに本研究を多角的に発展させられるものと

思われる。 

以上の理由により、本論文を「研究・実践選奨」と

して選定した 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「住総研 研究･実践選奨｣受賞評 

実践 主査 辻 麻里子

公園を活用した住民主体のコミュニティプラットフ

ォーム―川崎市宮前区を対象地とした「まちかどマル

シェ」の実践― 
 
多様な住民活動主体の連携によるコミュニティプラ

ットフォームが、公園で活動する実践に取り組むことで、

社会的包摂力の強化、地域活性化の方法論を見出そうと

する実践活動を通した研究である。川崎市宮前区の「宮

崎台おちば公園」および「鷺沼駅前デッキ」などで、計

８回のまちかどマルシェやまちかどライブラリーを実施

している。

例えば、まちかどライブラリーでは、自然発生的に読

み聞かせが始まった様子や、高齢の女性が「孫に買った

けれど届けそびれていた」と本を持ってきて置いてほし

いと申し出てきた。また、「公園で普段見かけない背広姿

の男性数人に気づいて声をかけたところ信用組合の職員

で、アンパンマンティッシュを 個寄付してくれた」

など、偶発的な活動の広がりが手に取るようにわかる。

生き生きと活動している様子が伝わってくる実践レポー

トになっている。

本実践対象地のような大都市郊外のベッドタウンで

は、町内会など「旧住民中心の地縁組織」と子育てママ

さんたちなど「新住民の多いテーマ型組織」との連携が

課題である。本実践でも、初回は町内会に警戒されてい

る。しかし、新住民のほうが町内会活動に参加していく

ことで３回目になって掲示板へのチラシ掲載を許可され

るようになり、町内会が農協につないでくれるなど、公

園という可視化された場で、元気いっぱいの新住民団体

のイニシアティブでともかく活動してみることが突破口

になっている。病院、保育園、老人福祉センターとのつ

ながりも、活動が公園というオープンな場で見える化さ

れていることで、生まれている。

さらには、早朝に公園清掃を行っているグループが、

まちかどマルシェ当日朝カフェを始める動きなども報告

されている。公園という空間的な場で、子育て世代から

高齢者や障害者まで多様な主体が参加いていく、いわゆ

る「ごちゃまぜ」が自然発生していくプロセスだ。

担い手として思いもよらなかった人がプラットフォ

ームに加わることで、新たな展開が生まれコミュニティ

活動の活性化につながる可能性を実践で示した優れた活

動報告である。しかし裏を返せば、主要な担い手が抜け

たり、資金的に行き詰まることで活動が萎む必然をも示

唆している。不活性化することも、活性化するのと同じ

ように活動にとって貴重ととらえ直すことで、実践とし

ても研究としてもさらに深まることを期待したい。

実践 主査 柳田 良造

地方都市における空き家活用手法の実践

本実践研究は、空き家の利用、使用価値を目に見え

るかたちで提示し、空き家一戸一戸の空間としての価

値を発掘し、新たな住まい方を見つけ出し、住みたく

なる状態を限られた条件の中で実現するか、事例を通

してその具体的な空間の姿や評価点をさぐり、計画論

として確立することを狙いとしている。

まず、地域での空き家活用の事例調査として、岐阜

県山県市内の空き家改修の実践例「

」、中津川市内の空き家活用社会

実験プロジェクト「まがり」と「ボロンコビリ」岐阜

市内の古民家改修再利用の つの事例、岐阜市の中心

商店街の 階建て空きビルの借り手参加型の改修事

例を調査し、空き家活用の多様な事例、仕組みがある

ことを確認している。

つぎに、都市の住まいでの暮らしの楽しさを再発見

する視点から、岐阜市内の遠藤楽設計の笠井邸の保存

活動に取り組んでいる。笠井邸の由来を調べ、見学会

や庭掃除を実施し、広い敷地を活かした建物保存活用

案の提案まで企図したが、台風 号により笠井邸の

屋根が破損し、修復費用がかさむために保存を断念し

ている。つぎに、主査が 年前から賃借し、改修を

行いながら住み続けてきた「ウナギの寝床敷地の古

家」を対象とした学生ワークショップを実施し、庭の

しつらえ、玄関のしつらえ、インテリアのしつらえ（床

壁建具、家具、什器）もてなしの各項目について、改

修前の状況、段階的な回収の状況、現状について、写

真を見せながら解説し、その後、設問に記述回答して

もらい、従来の空き家活用では出てこないような学生

ならではの視点を得ている。また、同じ住宅について、

耐震改修、温熱環境改修の計画を立て、市の助成金で

木造耐震診断を受け、耐震性不足が明らかとなり、所

有者に補助金を除く改修工事費を賃借人として折半

で負担することを提案したが、資金不足を理由に断ら

れている。

このように、主査は空き家活用の未着手領域を探る

ための実践活動を展開しており、その取り組みには評

価に値するものがある。また、その実践活動を通して、

「自力」というキーワードを抽出していることは興味

深い。しかしその一方で、申請書にあった、空き家活

用を一般の住宅地でも展開できる方法論や、空き家の

利用、使用価値を目に見える形で提示する方法論には

至っておらず、その点が惜しまれる。
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実践 主査 辻 麻里子

公園を活用した住民主体のコミュニティプラットフ

ォーム―川崎市宮前区を対象地とした「まちかどマル

シェ」の実践― 
 

公園というオープンな場で、住民の自主活動グルー

プが、まちかどマルシェやまちかどライブラリーの活

動を実際にしてみることによって、新旧住民の連携に

課題を抱える郊外で、子どもや子育て世代から高齢者

まで社会的包摂力を強めていく方法論を見出そうと

する研究である。

例えば、まちかどライブラリーでは、自然発生的に

読み聞かせが始まった様子や、高齢の女性が「孫に買

ったけれど届けそびれていた」と本を持ってきて置い

てほしいと申し出てきた。また、「公園では普段見か

けない背広姿の男性数人に気づいて声をかけたとこ

ろ信用組合の職員で、アンパンマンティッシュを

個寄付してくれた」など、些細なエピソードだが、活

動が偶発的に広がっていった様子が手に取るように

わかる実践のレポートになっている。

精力的な実践なくして見えてこない、社会的包摂に

つながるヒントが豊富に示されている点を高く評価

した。「ごちゃまぜ」が近年、福祉やコミュニティ活

動の分野でキーワードとして急浮上しているが、それ

が、公園という空間的な場で自然発生していくプロセ

スを経ていることの大切さに気づかされる。他地域で

の類似の活動とネットワークし広がりを持ったムー

ブメントになっていくことを期待したい。

以上の理由により、本論文を「研究･実践選奨」と

して選定した。

研究 主査 矢吹 剣一

縮退型都市計画の導入実態と居住抑制地区の実装過

程に関する研究―米国中西部の人口減少都市を対象

として―

 
米国の衰退工業都市は、深刻な人口減少に直面し、

前例のない縮退型都市計画を試みている。本研究では、

都市計画的に土地利用転換を誘導している５市につ

いて、その状況を整理している。

人口減少過程の問題として、大きく居住地区の空洞

化と産業用地の工場跡地化のふたつがある。居住地区

については、我が国でも、都市規模自体を人口に合わ

せて縮小させるのが適切であるという規模適正化が

目指されており、ゾーニング規制により新居住者を抑

え自然的な土地利用に戻すプロセスへの関心が高ま

っている。 市では「居住抑制地区」の導入を試

みたが住民からの反対で断念した経緯が明らかにさ

れている。他方、産業用地については、将来的に自然

的利用に戻すことも新規産業が立地することも許容

できる「可変性」を内包した土地利用計画が登場して

いるという点が示唆的だ。日本で社会的要請の高いテ

ーマに対して、米国都市の綿密な調査から貴重な知見

は得られているところを大いに評価した。

ただ、誰もがほぼ自然に帰るだろうと思っている土

地でありながら、ゾーニングによる効果的な誘導で叶

わないとするなら、都市計画を超えて縮退都市と対峙

する必要があるのではないか。既成の枠を超えた研究

への飛躍を期待したい。

以上の理由により、本論文を「研究･実践選奨 奨励

賞」として選定した。

「住総研 研究･実践選奨 奨励賞｣受賞評 
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